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第１ 相双保健福祉事務所の概況
１ 沿 革

(1) 福祉事務所関連
年 概 況 内 容

昭和２６年 ３月２９日、社会福祉事業法が公布されたことにより、同年１０月１日に県が設置する福

祉事務所が１６カ所、市の設置するものが５カ所（福島市・郡山市・会津若松市・平市・白

河市）誕生し、当管内には、中村町（現相馬市）・富岡町に２つの県福祉事務所が設けられ

た。

昭和２９年 町村合併による市制への移行に伴い、原町市・相馬市に福祉事務所が設置された。

昭和４４年 ４月、県行政機構改革により、従来の福祉地区が統合され、県下６社会福祉事務所（管内

では富岡社会福祉事務所）とその出張所としての９福祉事務所（管内では相馬福祉事務所）

に再編成された。

昭和４８年 ９月、相双方部の県出先機関の再編に伴い、社会福祉事務所が富岡町から原町市に移転さ

れ、原町社会福祉事務所となり、富岡町には出張所として富岡福祉事務所が設置され、相馬

福祉事務所は廃止された。

平成 ６年 ４月、保健・医療・福祉施策を総合的・一体的に展開を図るための県行政機構改革により、

社会福祉事務所は企画機能を強化し、広域福祉圏域を指導・調整する機関として位置づけら

れ、福祉課内に地域福祉係を新設し、名称も相双社会福祉事務所と改正された。

なお、出張所としての富岡福祉事務所は廃止された。

平成１４年 ４月、相双保健所と統合し、相双保健福祉事務所となる。

(2) 保健所関連

①本所

年 概 況 内 容

昭和１９年 １０月、原町に原町保健所が開設された。

昭和２２年 １２月、保健衛生業務が警察から移管された。

昭和２５年 １月、中村町（現相馬市）に原町保健所中村分室が開設された。

昭和２９年 ４月、中村町（現相馬市）が市制への移行に伴い、原町保健所相馬分室と名称を変更する。

昭和３３年 ４月、組織機構改正により、総務課・衛生課・保健予防課・保健婦室の３課１室制となる。

昭和３９年 ３月、事務所が現在地（南相馬市原町区錦町）に新築移転。

昭和４４年 ４月、県行政機構改革により基幹保健所となり、検査課が設置されて４課１室制となり、

相馬分室は原町保健所相馬支所と名称を改正した。

平成 ６年 ４月、県行政機構改革により、保健予防課と保健婦室が統合され健康課となり４課体制と

なるとともに相馬支所は廃止となった。

平成 ９年 ４月、県行政機構改革により浪江保健所が廃止され浪江支所となったことに伴い、相双の

全地域を管轄区域とし、名称も相双保健所と改正された。

また、組織の改正も行われ、健康課が健康企画課と健康推進課に別れて５課制となる。

平成１４年 ４月、相双社会福祉事務所と統合し、相双保健福祉事務所となる。

②浪江支所

年 概 況 内 容

昭和１９年 １０月、浪江町に浪江保健所が開設された。

昭和２２年 １２月、保健衛生業務が警察から移管された。

昭和２３年 １０月、総務課・保健予防課の２課制となる。

昭和２９年 ３月、富岡町に富岡分室が開設される。

昭和３３年 ４月、組織機構改正により、総務課・衛生課・保健予防課・保健婦室の３課１室制となる。

昭和４４年 ３月、県行政機構改革により富岡分室は廃止となった。

昭和５３年 ４月、事務所を現在地（浪江町川添）に移転。

平成 ６年 ４月、組織改革により保健予防課と保健婦室が統合され、健康課となり３課体制となる。

平成 ９年 ４月、行政機構改革により浪江保健所が廃止され、相双保健所浪江支所となる。
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（３） 保健福祉事務所関連(※福祉事務所と保健所の統合後）

年 概 況 内 容

平成１４年 ４月、福祉行政と保健衛生行政を一体的に推進し、県民の多様な行政需要と進展する高

齢化に対応できる組織として、相双社会福祉事務所と相双保健所を統合し、相双保健福祉

事務所に改正再編された。

平成１６年 ４月、保健所検査部門は、ＳＡＲＳ等の新興感染症、食品への残留農薬基準超過等の健

康危機管理に対応するため、衛生研究所（福島市）に一元化され、従来の検査チームは衛

生研究所相双支所と再編された。

平成１８年 ３月末、衛生研究所相双支所は閉所となり、業務は衛生研究所（福島市）に引継がれた。

平成２１年 ４月、県行政機構改革により、浪江支所が保健福祉事務所に統合された。

平成２３年 ６月、組織改正により、総務課と地域支援課が統合され、総務企画課となった。

平成２４年 １月、いわき市へ避難した双葉郡住民への支援のため、いわき市駐在が設置された。

６月、上記住民への支援を強化するため、いわき出張所が設置された。

２ 管内の概況

（１）管轄地域、人口等（平成２３年１０月１日現在、平成２３年度版福島県現住人口調査年表）

相双保健福祉事務所の管轄地域は、相馬市、南相馬市、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双

葉町、浪江町、葛尾村、新地町、飯舘村の２市７町３村をもって構成し、東西約３０㎞、南北約８０㎞の

細長い形状で、面積約１，７３８k㎡、管内人口１８５，５７５人で、本県面積及び本県人口と管内の比

較では、１２．６％、９．３％となっている。

管内の人口は、平成２２年（国勢調査）と比較して１０，３７５人減少している。世帯数は、平成２２

年（国勢調査）と比較して２，０９８世帯減少している。

次に、人口を年齢３区分別の構成比で見ると、年少人口（０～１４歳）が１３．２％、生産年齢人口（１

５～６４歳）が６０．８％、老年人口（６５歳以上）が２６．０％となっており、老年人口は前年と比較

して０．３ポイント高くなっている。また、県平均（２５．２％）に比べ０．８ポイント高くなっており、

高齢化が先行している。なお、老年人口は、川内村（３５．４％）と葛尾村（３２．４％）、飯舘村（３

０．６％）が管内市町村の中で３０％以上となっている。

人口の動向をまとめると、昭和３０年から４０年までの１０年間に、若年労働力の県外流出と出生率の

低下等のため、約２６，０００人（１１．５％）も減少したが、４０年代後半から、工場の進出や発電所

等大型プロジェクトの進展等とともにその流出は鈍化し、５０年代に入り管内人口は微増に転じたが、近

年の経済状況の変化や少子化等により、平成８年から減少傾向が続いている。

（２）自然環境

当地域は、福島県浜通り地方の中・北部に位置し、地域西端を南北に縦走する阿武隈高地があり、ここ

から丘陵が複雑に東走し一部は海岸まで達している。この東走する丘陵の間には河川が東流し、その流域

にそれぞれデルタ状の平地が形成され、市街地集落と耕地が展開している。

気候は、沿岸部は温暖な海洋性気候であるが、山間部では気温差の大きい内陸性気候となっている。

（３）交通網、産業経済等

主要交通網は、ＪＲ常磐線とこれに平行する国道６号が南北に走り、北は仙台市、南はいわき市から首

都圏へと結んでいる。また、地方主要幹線として、相馬市を起点に福島市と結ぶ国道１１５号、浪江町を

起点に福島市と結ぶ国道１１４号、双葉町と郡山市を結ぶ国道２８８号等があるが、中通りと結ぶ横断道

路のより一層の整備が望まれている。

また、高速交通体系の核となるべき高速道路については、浜通りを縦貫する常磐自動車道の建設と相馬
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市から福島市につながる東北中央自動車道の整備計画が進められており、常磐自動車道は、現在、東京～

富岡町間、南相馬市～相馬市間が開通している。さらに、国道１１５号を広域幹線道路阿武隈東道路とし

て整備する事業が進められており、国際貿易港の指定を受けた相馬港とのアクセス等、当地域の産業・文

化等への波及効果が期待されているが、一方で近年のモータリゼーションや人口の減少等の影響により、

路線バスの運行本数が減少するなど、列車や乗用車の利用が困難な住民にとっては、不便な面も生じてき

ている。

産業経済について、当地域の人口の就業構造比率（平成２２年：国勢調査）で、第１次産業９．３％、

第２次産業３２．３％、第３次産業５６．４％で、県平均の７．９％、３０．１％、６２．０％に比べて、

第１次産業・第２次産業の比率が高く、第３次産業の就業割合が低くなっている。

当地域の産業は、物流の拠点となる重要港湾相馬港・全国有数の電源供給地帯となっており、また、工

業団地の整備と立地企業の進出により新たな産業基盤の形成が図られている。

（４）東日本大震災の影響

平成２３年３月１１日午後２時４６分に発生した東北地方太平洋沖地震とそれに続く大津波により、当

地域においては、２千人を超える住民が亡くなったほか、住家や公共施設の全半壊、国道６号やＪＲ常磐

線を始めとする基幹的な交通基盤の分断など、甚大な人的、物的被害が生じた。

また、当地域は、東京電力福島第一原子力発電所の事故により、警戒区域、計画的避難区域など、現在

も立入りが制約され、避難指示を受けている区域があり、多くの住民が県内他地域はもとより全国各地に

避難しているほか、自治体機能自体の移転を余儀なくされている町村もあるなど、かつて経験したことの

ない深刻な事態が続いている。

・相双地域の人的被害及び住家被害（平成２４年５月２日現在）

人 的 被 害 住 家 被 害

市 町 村 名 死 者 行方不明者 重軽傷者 全 壊 半 壊 一 部 破 損

（人） （人） （人） （棟） （棟） （棟）

相 馬 市 ４５８ １１ １，００１ ７９５ ３，３３６

南 相 馬 市 ８９７ ３ ５９ ５，５１７ １，４０２ ４，０６４

広 野 町 ２ １ 不明 不明 不明

楢 葉 町 ３７ ５ ５０

富 岡 町 １０３ １

川 内 村 ２７ １ ２ ２３６ ８５

大 熊 町 ４９ １ ３０

双 葉 町 ５８ １ １ ９５ ７

浪 江 町 ２７３ ６１３ １

葛 尾 村 ９ １ ４１

新 地 町 １１５ ３ ４３９ １３８ ６６９

飯 舘 村 １ １

管 内 計 ２，０２９ ７ ８１ ７，７４７ ２，５８０ ８，１９５

県 計 ２，３７５ ４５ １８２ ２０，５５２ ６７，５４７ １５４，２５４

（県災害対策本部「平成２３年東北地方太平洋沖地震による被害状況即報（第５８８報）」）

・避難状況（県全体：参考）

県内 ３，３５９人（一次避難【避難所】１９４人、二次避難【旅館・ホテル等】３，１６５人）

県外 ５５，７９３人

（県内：平成２３年９月１４日現在、県外：平成２３年８月２５日現在 県災害対策本部調べ）



区分 面　積 世帯数 人口 人口密度
市町村 （k㎡） (世帯) （人） 　(人/k㎡）

平成21年 平成22年 平成23年 22年→23年

197.67 13,218 36,606 185.2 25.4 25.5 25.4 △ 0.1

398.50 22,799 66,542 167.0 26.4 26.6 27.2 0.6

58.39 1,733 5,178 88.7 23.5 23.8 24.3 0.5

103.45 2,480 7,367 71.2 26.0 25.9 25.9 0.0

68.47 5,752 14,847 216.8 21.3 21.1 21.1 0.0

197.38 937 2,700 13.7 35.3 35.2 35.4 0.2

78.70 3,833 11,049 140.4 21.4 21.0 20.8 △ 0.2

51.40 2,262 6,430 125.1 27.3 27.1 26.7 △ 0.4

223.10 6,836 19,454 87.2 26.2 26.7 26.8 0.1

84.23 466 1,483 17.6 33.1 32.2 32.4 0.2

46.35 2,404 7,933 171.2 27.2 26.9 26.6 △ 0.3

230.13 1,715 5,986 26.0 30.3 30.0 30.6 0.6

1,737.77 64,435 185,575 106.8 25.8 25.7 26.0 0.3

13,782.75 716,428 1,988,995 144.3 24.7 25.0 25.2 0.2

（平成２３年版　福島県現住人口調査年報）

※ 老年人口比率とは、総人口に占める６５歳以上の人口割合のことである。

  

広 野 町

（５）　管内市町村の概況

福 島 県

双 葉 町

浪 江 町

葛 尾 村

新 地 町

（平成２３年１０月１日現在）

相 双 地 区

飯 舘 村

楢 葉 町

富 岡 町

川 内 村

大 熊 町

老年人口比率（％,ポイント）

相 馬 市

南 相 馬 市
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３ 組織及び業務内容

所 主 総 経理、庶務、戦傷病者等援護、

幹 務 総務企画課 日赤、企画調整、研修、統計、
兼 企 法人監査、民生・児童委員

副 画

長 所 部
長 長（

保
健 保健福祉課

所

長

介護保険、高齢者福祉、

）

高齢者

長寿社会対策、施設監査支援チーム

健 副(兼)

康 浜 部 児童福祉、母子保健、女性保護、児童家庭

福 児 長 ひとり親家庭支援、子育て支援、支援チーム

祉 童 兼 施設監査

部 相 健
長 談 康 身体障がい者福祉、知的障がい者障がい者

所 増 福祉、精神保健福祉、施設監査支援チーム

南 進

相 課
馬 長 生活保護課 生活保護

相

談 生涯にわたる健康づくりの推進、
室 健康増進課 栄養・食生活改善、難病対策、

長 原爆被爆者対策、歯科保健対策

児童相談所相談室

医療薬事課
生 副

活 部

衛 長 医事、薬事、献血、骨髄バンク医事薬事チーム

生 兼

部 衛 結核、感染症、エイズ対策感染症予防チーム

長 生
推

進 衛生推進課

課

長
環境衛生、水道環境衛生チーム

食品衛生、動物愛護食品衛生チーム

主 い

幹 わ
兼 き いわき市に避難した管内住民の

出 健康支援、広野町における保健

張 ・福祉業務

所
長



（歳入） (単位：円）
款 項 目 節 決算額

分担金及び負担金 2,998,078

負担金 2,998,078

民生費負担金 2,302,050

0

2,302,050

衛生費負担金 696,028

696,028

使用料及び手数料 126,900

使用料 0

行政財産使用料 0

0

手数料 126,900

衛生手数料 126,900

126,900

財産収入 4,500

財産運用収入 4,500

財産貸付収入 4,500

4,500

財産売払収入 0

物品売払収入 0

0

諸収入 16,564,579

雑入 16,564,579

雑入 16,564,579

16,564,579

19,694,057

（歳出） （単位：円）
款 項 目 　 決算額

3,453,110

3,190,110

3,116,710

73,400

263,000

263,000

1,322,301,219

819,600,654

22,246,401

792,062,291

0

3,321,700
1,945,062

25,200

318,254,412

39,732,650

276,564,603

1,957,159

184,446,153

180,939,861

3,506,292

精神障がい者福祉費

土地貸付料

総務管理費

障がい福祉総務費

その他物品売払代金

人事管理費

児童福祉費

扶助費

生活保護総務費

雑入

高齢福祉総務費

総務費

統計調査費

社会福祉総務費

介護保険費

公衆衛生総務費負担金

土地使用料

歳入合計

厚生統計調査費

民生費

社会福祉費

諸費

知的障がい者福祉費

４　　平成23年度決算の概要

母子福祉費

生活保護費

（１）一般会計

環境衛生手数料

社会福祉施設入所費負担金

児童福祉施設入所費負担金

児童福祉総務費

児童措置費
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27,945,547

9,340,557

1,882,095

2,422,116

1,589,959

3,446,387

2,902,949

2,176,035

726,914

13,282,030

13,282,030

2,420,011

1,291,345

877,076

保健師等指導養成費

251,590

13,845,449

13,845,449

13,845,449

861,000

861,000

861,000

1,368,406,325

（２）母子寡婦福祉資金貸付金特別会計

（歳出） （単位：円）
款 項 目 　 決算額

13,424,300

13,424,300

13,417,800

6,500
13,424,300

医務費

保健福祉事務所費

環境衛生費

公衆衛生総務費

結核対策費

予防費

精神保健費

公衆衛生費

環境衛生費

食品衛生費

衛生費

母子寡婦福祉資金貸付事業費

保健福祉事務所費

医薬費

歳出合計

薬務費

労働費

医薬総務費

緊急雇用対策費

雇用対策費

災害復旧費

社会福祉施設災害復旧費

社会福祉施設災害復旧費

歳出合計

貸付金

事務費

母子寡婦福祉資金貸付事業費
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